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１．業績計画の意義と目的 
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（
案
）
の
公
表
）
７
月 

 

日

事後評価 実  施 目標値の設定 

反映

事後評価 実  施 目標値の設定 

例えば、「交通安全の推進」とい

う施策を構成する「中央分離帯の

整備」という事業があるとすれ

ば、年度内に目標中央分離帯延長

を整備するというのがアウトプ

ットであり、その成果・効果とし

て交通事故件数が減少したとい

うことがアウトカムである。 

アウトカム指標とは、施策・事業

を実施するにあたり発生した効

果・成果(アウトカム)を表す指標

将来あるべき姿の検討 

業務計画策定の背景 

○平成14年８月の社会資本整備審議会・中間答申において 

道路行政をアウトカム指標に基き運営を行う方式に転換し、毎年度、指標に基づき業績の分析・評価を行い、

その結果を予算編成等に適切に反映させるシステムを構築すべきであると指摘された。 

 

○平成15年６月の道路行政マネジメント研究会提言において 

地域の特性や地域ごとのニーズに応じた、即地性のある道路行政マネジメントを進めるため、また、出先部

門まで成果主義を徹底させるため、都道府県ごと等、地域レベルにおいても業績計画書を策定した上で達成度

を把握・評価し、その結果を以降の施策・事業に反映するしくみを構築すべきであると示された。 

 

○平成14年７月の沖縄地方道路懇談会提言において 

道路整備にあたっては投資効果の評価項目を多面化することにより、道路事業者と道路利用者において共通

認識が持てる事業評価となるよう、新たな評価軸を設定し、システム化を行うことが必要であると示された。

 

これらの指摘を踏まえ、平成15年度より沖縄における新たな道路行政マネジメントを実行に移すため、「沖

縄における道路事業業績計画書」を作成するものである。 

業務計画書の目的 

１．厳格な評価とその結果の反映による効率性の向上 

計画書で示された数値目標や、それを実現するための道筋や手段の妥当性については、年度終了時に厳し

く評価され、「達成度報告書（仮称）」としてとりまとめ公表する。ここでの評価結果は、次年度以降の予算

や行政運営に反映していくことで、成果主義を徹底し、行政の意識改革につなげるものである。 

２．数値目標及び評価結果を公表することによる透明性の向上 

計画書においては、目指す成果を、県民の生活実感にあった指標を用いた数値目標として事前に公表し、

その実現のための手段の妥当性を明らかにすることによって、県民と行政が課題と目標を共有することを可

能とする。これにより、道路行政における成果重視の姿勢を明確にするとともに、県民と行政の信頼関係を

再構築し、行政の透明性の向上を図るものである。 

新たな道路行政マネジメントの流れ 

Ｈ 
 

年
度
達
成
度
報
告
書
（
仮
称
）
・

Ｈ 
 

年
６
月
ま
で
を
目
処
に
公
表 

29 

Ｐ
Ｉ
の
実
施
（
業
務
計
画
書
の
公

表
）
９
月 

16 15 

業務計画書を作成するにあたっての課題 

本業績計画書の作成にあたっては、以下のような課題が存在している。また、ＰＩ等を実施することにより

県民にわかりやすいものとする必要があることから、今後、業績計画書構成の変更、指標の追加・削除、数値

の変更等が生じる可能性がある。 
 

１．沖縄の道路行政における政策テーマ 
 本業績計画書の作成時点においては、社会資本整備重点計画法に基づく、平成１５年度から平成１９年度を

計画期間とする社会資本整備重点計画が未策定であるため、今後の社会資本整備重点計画の策定状況等を反映

して、沖縄の道路行政における政策テーマは変更する可能性がある。 
 
２．率先した取り組みによる制約 
 本業績計画書の作成は、成果志向の行政マネジメントのしくみを平成１５年度より実践に移すものであるた

め、国による事業（直轄事業）が中心となった構成となる。また、予算や事業執行への影響は限定的なものと

なる。 
 
３．データ収集上の限界と制約 
 合理的な成果目標を設定し、その成果を客観的に評価するためには、正確なデータ収集が必要となる。しか

しながら、全てのデータを正確に収集するためには多くのコストを要することから、データ収集には限界と制

約がある。 
 
４．外部要因の存在 
 道路は、最も生活に密着した社会資本の一つであり、国民の一人一人が利用者である公共施設であるため、

そのサービスの質は、ドライバーのマナーや沿道立地のあり方等にも左右され、必ずしも道路行政のみがマネ

ジメントできるものではない。 
 外部要因の影響が大きい成果目標については、その目標の達成にある程度寄与する道路施策の進捗状況など

を用いた中間的なアウトカム指標（場合によっては、事業の量を表すアウトプット指標）を設定し、確実に管

理が可能な仕組みを確立することが、現実的な道路行政マネジメントには不可欠である。 
 
５．施策の効果が発揮されるまでのタイムラグの存在 
 一般に、道路整備は成果を得るために一定の時間を必要とする。例えば、バイパスは一部が供用した段階では

その効果は十分に発揮できない。また、交通事故等、確率的事象に基づく成果の中には、統計的に成果の発揮が

確認できるまでに一定の測定期間が必要となるものもある。加えて、達成度の把握に必要なデータ収集に時間が

かかり、年度途中のデータや前年度のデータを利用せざるをえない場合には、データ取得時期以降に得られた成

果の評価が困難、または不可能である場合もある。 
 実施のマネジメントに際しては、関連する施策の進捗を示す指標等を用いて評価を行うことが必要である。
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２．沖縄の道路行政における政策テーマの設定 

 
平成１４年７月の沖縄地方道路懇談会提言においては、以下の７つの提言が示された。 

 

提言１：連携・交流を支える幹線ネットワークの形成 

提言２：都市部の交通渋滞の緩和 

提言３：貴重な自然環境との調和 

提言４：人に優しい安全で安心なくらしの創出 

提言５：個性豊かな地域づくりとの連携 

提言６：観光への支援と沖縄らしい景観の保全・創出 

提言７：県民参加と道路行政の転換 

 

これを踏まえ業績計画書を作成するにあたり、６つの政策テーマを設定した。 

 

政策テーマ１：連携を強化し、交流を促進する道づくり 

政策テーマ２：都市部の交通渋滞を緩和する道づくり 

政策テーマ３：観光を支援し、環境を保全・創造する道づくり 

政策テーマ４：安全で安心な暮らしを実現する道づくり 

政策テーマ５：ゆとりある個性豊かな地域を創出する道づくり 

政策テーマ６：道路行政の転換 

 

なお、この政策テーマについては、今後、沖縄における道路整備の中長期計画を策定していくなかで、決定することとしている。 
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政策テーマ サブテーマ 

テーマ１ 

連携を強化し、交流を促進する道づくり 

テーマ２ 

都市部の交通渋滞を緩和する道づくり 

テーマ３ 

観光を支援し、環境を保全･創造する道づくり 

テーマ４ 

安心で安全な暮らしを実現する道づくり 

テーマ５ 

ゆとりある個性豊かな地域を創出する道づくり 
①地域の活性化への支援 
②既存ストックを活用した地域コミュニティの創出 
③米軍基地跡地利用など区画整理事業等を活用した街づくりへの支援 
④電線類の地中化などによる快適な道路空間の創出 

①子供、高齢者、障害者など誰もが安全に快適に利用できる道路の整備 
②災害や救急医療など緊急時に対応した道づくり 
③離島・過疎地域の安定したくらしを支える道づくり 

①交通拠点（空港・港湾）や観光地への移動を円滑にする道づくり 
②沖縄らしさを感じる道づくり 
③貴重な自然環境と調和する道づくり 
④沿道環境を改善する道づくり 

①交通需要に対応したバイパス・環状道路・都市計画道路の整備 
②早期に整備効果の発現が期待できる交差点改良など既存ストックの有効活用 
③公共交通を活用したＴＤＭの実施など道路の使い方の工夫 

①世界・県外への広域交通拠点（空港・港湾）へのアクセス性を向上させる道づくり

②中核都市を中心とした地域生活圏を形成する道づくり 
③市町村や離島などの連携・交流を支える道づくり 
④本島の広域的な交流を促進する高規格幹線道路の利用促進 

基本理念 みんなで築く美ら島・うまんちゅの道づくり 

沖縄の道路の将来ビジョン 

●計画から管理までの全ての段階にわたっての県民参加 
●事業評価の充実 
●調査研究・技術開発の推進 
●道路の管理の効率化と高度化 

道路行政の転換 

平成14年７月 

沖縄地方道路整備懇談会提言 

提言１ 

連携・交流を支える幹線ネット

ワークの形成 

提言７ 

県民参加と道路行政の転換 

提言５ 

個性豊かな地域づくりとの連

提言６ 

観光への支援と沖縄らしい景

観の保全・創出 

提言４ 

人に優しい安全で安心な暮ら

しの創出 

提言３ 

貴重な自然環境との調和 

提言２ 

都市部の交通渋滞の緩和 
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３．沖縄の道路の現況について（全国的に見た場合の水準） 

 
アウトカム指標を用いて全国比較した場合、相対的な沖縄の道路整備水準が把握できる。 
 
○全国的に見て優位なアウトカム指標 
・ 夜間騒音要請限度達成率（全国６位） 
・ 道路交通における死傷事故率（全国８位） 
 
○全国的に見て劣るアウトカム指標 
・ 規格の高い道路を使う割合（全国３５位） 
・ 人口当たり道路渋滞による損失時間（全国４４位） 
・ ＥＴＣ利用率（全国４６位） 
 

 
表 沖縄の道路の全国比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省資料                         

 

 

 

沖縄県 (順位) 全国平均

規格の高い道路を使う割合（％） 6 (35位) 13

人口当たり道路渋滞による損失時間（百万人・時間/年） 46.9 (44位) 30.0

ＥＴＣ利用率（％） 1.0 (46位) 4.8

夜間騒音要請限度達成率（％） 90 (6位) 68

道路交通における死傷事故率（件/億台キロ） 69.8 (8位) 118.4

道路利用者満足度（５段階評価によるポイント） 2.66 (21位) 2.60

全国順位
優位←・・・・・・・・・・・・・・・→劣る
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○主要なアウトカム指標に見る沖縄の状況 

 

■全国的に見て特に悪い渋滞については、沖縄県の人口当たりの渋滞損失時間は約 47 時間/

年であり、１年間のうち約２日を交通渋滞によりムダにしていることとなる。全国比較する

と全国４位であり重大な問題となっている。 

 

表 都道府県別渋滞損失時間（人口当たり） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 渋滞損失時間３Ｄマップ（道路延長当たり）      
出典：国土交通省資料 

 

■沖縄県の死傷事故率は 69.8 件/億台キロで、全国平均（118.4 件/億台キロ）の約半分、

交通事故死者率は、0.74人/億台キロで全国平均を下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都道府県別の死傷事故率 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 都道府県別の交通事故死者率 
出典：国土交通省資料（Ｈ14年実績値） 

 

■沖縄県における自動車専用道路分担率（規格の高い道路を使う割合）は６％であり、全国平

均（13%）の約半分程度と低く、道路（自動車専用道路（規格の高い道路を使う割合）・幹

線道路・生活道路）の機能分化が進んでいない。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
図 都道府県別の規格の高い道路を使う割合 

出典：国土交通省資料 

順位 都道府県 渋滞損失時間
（時間/年） 順位 都道府県 渋滞損失時間

（時間/年）
1 岐阜県 60.3 25 新潟県 29.3
2 宮城県 55.0 26 秋田県 27.9
3 山梨県 47.2 27 岡山県 27.4
4 沖縄県 46.9 28 熊本県 27.4
5 石川県 45.1 29 埼玉県 26.9
6 静岡県 41.8 30 佐賀県 26.8
7 徳島県 40.2 31 福岡県 26.6
8 愛知県 39.0 32 愛媛県 26.4
9 長野県 37.8 33 千葉県 26.2
10 京都府 37.6 34 青森県 26.2
11 群馬県 37.3 35 奈良県 25.8
12 富山県 34.8 36 鳥取県 25.6
13 高知県 34.0 37 広島県 25.3
14 茨城県 32.5 38 大分県 23.7
15 山形県 32.5 39 福島県 23.7
16 滋賀県 31.3 40 北海道 23.6
17 三重県 31.2 41 鹿児島県 21.4
18 和歌山県 31.0 42 岩手県 20.8
19 香川県 30.8 43 長崎県 20.4
20 栃木県 30.7 44 山口県 20.3
21 大阪府 30.6 45 神奈川県 20.0
22 東京都 30.6 46 宮崎県 19.8
23 福井県 30.5 47 兵庫県 18.6
24 島根県 29.3 全国平均 30.0
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